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(57)【要約】
【課題】本発明は、微細な凹凸パターンを有する光学部
材との密着性に優れ、水洗工程でも剥離せず、使用後は
糊残りなく剥離可能な光学部材用保護フィルムが上記光
学部材上に形成されてなる光学部材積層体の製造方法を
提供することを主目的とする。
【解決手段】本発明においては、光学的機能を有する機
能性微細凹凸パターンを有する光学部材と、上記機能性
微細凹凸パターンを保護する光学部材用保護フィルムと
が積層されてなる光学部材積層体の製造方法であって、
上記光学部材の上記機能性微細凹凸パターンに光学部材
用保護フィルム形成用材料を充填する充填工程と、上記
光学部材用保護フィルム形成用材料を硬化することによ
り、上記光学部材上に上記光学部材用保護フィルムを形
成する光学部材用保護フィルム形成工程とを有すること
を特徴とする光学部材積層体の製造方法を提供すること
により、上記課題を解決する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学的機能を有する機能性微細凹凸パターンを有する光学部材と、前記機能性微細凹凸
パターンを保護する光学部材用保護フィルムとが積層されてなる光学部材積層体の製造方
法であって、
　前記光学部材の前記機能性微細凹凸パターンに光学部材用保護フィルム形成用材料を充
填する充填工程と、
　前記光学部材用保護フィルム形成用材料を硬化することにより、前記光学部材上に前記
光学部材用保護フィルムを形成する光学部材用保護フィルム形成工程と
を有することを特徴とする光学部材積層体の製造方法。
【請求項２】
　前記充填工程が、前記機能性微細凹凸パターン上に前記光学部材用保護フィルム形成用
材料を塗布する工程であることを特徴とする請求項１に記載の光学部材積層体の製造方法
。
【請求項３】
　前記充填工程が、前記機能性微細凹凸パターン上に前記光学部材用保護フィルム形成用
材料を配置し、前記光学部材用保護フィルム形成用材料上にフィルム基材を積層してから
加圧する工程であることを特徴とする請求項１に記載の光学部材積層体の製造方法。
【請求項４】
　前記充填工程が、フィルム基材上に前記光学部材用保護フィルム形成用材料を配置し、
前記光学部材用保護フィルム形成用材料に前記機能性微細凹凸パターンが接するように、
前記光学部材用保護フィルム形成用材料上に前記光学部材を積層してから加圧する工程で
あることを特徴とする請求項１に記載の光学部材積層体の製造方法。
【請求項５】
　前記光学部材用保護フィルム形成用材料が、離型性を有するものであることを特徴とす
る請求項１から請求項４までのいずれかの請求項に記載の光学部材積層体の製造方法。
【請求項６】
　前記機能性微細凹凸パターンの凸部間の平均ピッチが、６０ｎｍ～２００ｎｍの範囲内
であることを特徴とする請求項１から請求項５までのいずれかの請求項に記載の光学部材
積層体の製造方法。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までのいずれかの請求項に記載の光学部材積層体の製造方法によ
り得られた光学部材積層体を光学的機能を必要とする部材に組み込む光学部材積層体組み
込み工程、および、光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離する剥離工程を有するこ
とを特徴とする光学的機能を有する部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モスアイ型の反射防止フィルム等の微細凹凸パターンを有する光学部材と、
当該微細凹凸パターンを保護する保護フィルムとを有する光学部材積層体の製造方法に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、保護フィルムは、基板上に粘着剤層が形成されたものであり、保護フィルムの
粘着剤層を被保護体に密着させることで貼り合わせ、被保護体の傷、汚染等を防止するた
めに用いられるものである。例えば、液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ、有機Ｅ
Ｌディスプレイ等のフラットパネルディスプレイに用いられる反射防止フィルム等の光学
部材には、傷や汚れ等から保護するため、保護フィルムが粘着剤層を介して貼り合わされ
ている。そして、この光学部材をフラットパネルディスプレイに貼り合わせる等して表面
保護が不要となった段階で、保護フィルムは剥離して除去される。
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【０００３】
　一般的に、粘着剤層を備えた保護フィルムの特性としては、温度、湿度などの環境変化
や小さな応力を受けた程度では被保護体から容易に剥離しないこと、被保護面から剥離し
た際に被保護面に粘着剤及び粘着剤成分が残らない（糊残りがない）ことなどが挙げられ
る。特に、被保護体が光学フィルムである場合、表面汚染は重要な課題である。
【０００４】
　光学フィルムとしては、例えば、凹凸の周期が可視光の波長以下に制御された微細な凹
凸パターンが表面に形成された反射防止フィルムが知られている。これは、いわゆるモス
アイ（ｍｏｔｈ　ｅｙｅ（蛾の目））構造の原理を利用したものであり、基板に入射した
光に対する屈折率を連続的に変化させ、屈折率の不連続界面を消失させることによって光
の反射を防止するものである。
【０００５】
　このモスアイ構造のような微細凹凸を有する光学フィルムを、保護フィルムで保護する
被保護体として用いた場合、微細凹凸が数ｎｍ～数百ｎｍ程度と非常に小さいため、他の
被保護体と比較して、保護フィルムを剥離した際に粘着剤及び粘着剤成分が光学フィルム
表面に残留しやすいという問題がある。そのため、偏光フィルムや位相差フィルムなどの
光学フィルムに使用される保護フィルムであって、粘着剤による表面汚染が少ないとされ
ている保護フィルムであっても、モスアイ構造のような微細凹凸を有する光学フィルムに
用いた場合には、粘着剤成分が光学フィルムに移行したり、光学フィルムから剥離した際
に粘着剤が光学フィルム表面に残留したりしてしまう。この場合、粘着剤成分が微細凹凸
に入り込み、光学フィルムの光学特性が悪化するという問題が生じる。例えば、モスアイ
構造を有する反射防止フィルムの場合、反射率が上昇してしまう。
【０００６】
　光学フィルム表面の汚染の主な原因は、粘着剤の凝集破壊及び粘着剤に含有される低分
子量成分であると考えられる。そこで、表面汚染を抑制するために、低分子量成分の含有
量が少ない粘着剤を用いて、微細凹凸へ光学的に悪影響が及ぼされるのを抑制する手法が
考えられる。
　しかしながら、粘着剤中の低分子量成分の含有量が少ないと、粘着剤層の硬度が大きく
なり、光学フィルムとの密着性が低下するという問題が生じる。特に、モスアイ構造のよ
うな数ｎｍ～数百ｎｍの微細凹凸を有する光学フィルムでは、保護フィルムの粘着剤層の
硬度が大きいと、粘着剤が微細凹凸内部まで入り込まず、他の被保護体に比べて光学フィ
ルムと保護フィルムの粘着剤層との接触面積が小さくなるので、光学フィルムと保護フィ
ルムとの密着性が大幅に低下し、光学フィルムの保管時や運搬時等に保護フィルムが剥が
れてしまう。例えば、水洗工程（ケン化処理）での剥離が問題視されている。
【０００７】
　被保護体との密着性を向上させる手段としては、基板の表面や粘着剤層の表面を平滑に
する手法が提案されている（例えば、特許文献１および２参照）。しかしながら、上述し
たように、モスアイ構造のような微細凹凸を有する光学フィルムでは、微細凹凸が数ｎｍ
～数百ｎｍ程度と非常に小さいために、他の被保護体と比較して光学フィルムと保護フィ
ルムの粘着剤層との接触面積が小さいので、特許文献１および２に記載の保護フィルムで
あっても、密着性が不十分である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平８－３２３９４２号公報
【特許文献２】特開２００８－２０８１７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、微細な凹凸パターンを有する光学
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部材との密着性に優れ、水洗工程でも剥離せず、使用後は糊残りなく剥離可能な光学部材
用保護フィルムを上記光学部材上に形成することが可能な光学部材積層体の製造方法を提
供することを主目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために、本発明は、光学的機能を有する機能性微細凹凸パターンを
有する光学部材と、上記機能性微細凹凸パターンを保護する光学部材用保護フィルムとが
積層されてなる光学部材積層体の製造方法であって、上記光学部材の上記機能性微細凹凸
パターンに光学部材用保護フィルム形成用材料を充填する充填工程と、上記光学部材用保
護フィルム形成用材料を硬化することにより、上記光学部材上に上記光学部材用保護フィ
ルムを形成する光学部材用保護フィルム形成工程とを有することを特徴とする光学部材積
層体の製造方法を提供する。
【００１１】
　本発明によれば、光学部材の機能性微細凹凸パターンに、光学部材用保護フィルム形成
用材料を充填することで、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が上記機能性微細凹凸
パターンの凹凸形状を追従することができる。さらに、上記光学部材用保護フィルム形成
用材料を硬化することにより、上記光学部材上に光学部材用保護フィルムを形成すること
で、光学部材の被保護面である機能性微細凹凸パターンを保護するように光学部材と光学
部材用保護フィルムとが密着し、水洗工程においても剥離しない光学部材積層体を得るこ
とができる。また、本発明によれば、光学部材上に光学部材用保護フィルムを直接形成す
るので、上記光学部材用保護フィルムは従来の保護フィルムのように粘着剤層を有する必
要がなく、低分子量成分を含有しないため、本発明の光学部材積層体の製造方法により得
られる光学部材積層体において、光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離する際に、
光学部材の機能性微細凹凸パターン上に糊残りなく剥離することができる。
【００１２】
　上記発明においては、上記充填工程が、上記機能性微細凹凸パターン上に上記光学部材
用保護フィルム形成用材料を塗布する工程であることが好ましい。機能性微細凹凸パター
ン上に光学部材用保護フィルム形成用材料を塗布することにより、上記光学部材用保護フ
ィルム形成用材料を上記機能性微細凹凸パターン上に隙間なく充填することができ、光学
部材と光学部材用保護フィルムとの密着性がより高い光学部材積層体を得ることができる
からである。
【００１３】
　上記発明においては、上記充填工程が、上記機能性微細凹凸パターン上に上記光学部材
用保護フィルム形成用材料を配置し、上記光学部材用保護フィルム形成用材料上にフィル
ム基材を積層してから加圧する工程であってもよい。
【００１４】
　上記発明においては、上記充填工程が、フィルム基材上に上記光学部材用保護フィルム
形成用材料を配置し、上記光学部材用保護フィルム形成用材料に上記機能性微細凹凸パタ
ーンが接するように、上記光学部材用保護フィルム形成用材料上に上記光学部材を積層し
てから加圧する工程であってもよい。
【００１５】
　上記発明においては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が、離型性を有するもの
であることが好ましい。離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料を用いること
で、本発明により得られる光学部材積層体において、離型剤等を用いることなく光学部材
から光学部材用保護フィルムを剥離することが容易になるからである。
【００１６】
　上記発明においては、上記機能性微細凹凸パターンの凸部間の平均ピッチが、６０ｎｍ
～２００ｎｍの範囲内であることが好ましい。上記機能性微細凹凸パターンの凸部間の平
均ピッチが上記範囲内である場合、本発明の効果が特に発揮されるからである。
【００１７】
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　また、本発明は、上述した光学部材積層体の製造方法により得られた光学部材積層体を
光学的機能を必要とする部材に組み込む光学部材積層体組み込み工程、および、光学部材
から光学部材用保護フィルムを剥離する剥離工程を有することを特徴とする光学的機能を
有する部材の製造方法を提供する。
【００１８】
　本発明によれば、光学的機能を必要とする部材に上記光学部材積層体を組み込むことで
、光学部材を保護したまま、必要に応じて適宜任意の後工程を行うことができる。さらに
、プロセス後には、組み込まれた光学部材積層体において、光学部材から光学部材用保護
フィルムを剥離することで、光学的機能を有する部材が糊残り等の汚染がない機能性微細
凹凸パターンを有する光学部材を有することが可能となり、良好な光学的機能を有する部
材を得ることができる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明においては、微細凹凸パターンを有する光学部材に用いた場合でも、密着性に優
れ、水洗工程でも剥離せず、使用後は糊残りなく剥離可能な光学部材用保護フィルムを光
学部材上に形成することができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の光学部材積層体の製造方法の一例を示す工程図である。
【図２】光学部材における微細凹凸パターンを特定するパラメータを説明する概略図であ
る。
【図３】本発明の光学部材積層体の製造方法に用いられる光学部材の一例を示す概略断面
図である。
【図４】本発明の光学部材積層体の製造方法において光学部材として用いられる反射防止
フィルムの一例を示す概略断面図である。
【図５】反射防止フィルムにおける微細凹凸パターンを特定するパラメータを説明する概
略図である。
【図６】本発明の光学部材積層体の製造方法の他の例を示す工程図である。
【図７】本発明の光学部材積層体の製造方法の他の例を示す工程図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の光学部材積層体の製造方法および光学的機能を有する部材の製造方法に
ついて詳細に説明する。
【００２２】
Ａ．光学部材積層体の製造方法
　まず、本発明の光学部材積層体の製造方法について説明する。本発明の光学部材積層体
の製造方法は、光学的機能を有する機能性微細凹凸パターンを有する光学部材と、上記機
能性微細凹凸パターンを保護する光学部材用保護フィルムとが積層されてなる光学部材積
層体の製造方法であって、上記光学部材の前記機能性微細凹凸パターンに光学部材用保護
フィルム形成用材料を充填する充填工程と、上記光学部材用保護フィルム形成用材料を硬
化することにより、上記光学部材上に上記光学部材用保護フィルムを形成する光学部材用
保護フィルム形成工程とを有することを特徴とするものである。
【００２３】
　このような本発明の光学部材積層体の製造方法について、図面を参照しながら説明する
。図１は、本発明の光学部材積層体の製造方法の一例を示す工程図である。図１に例示す
るように、本発明の光学部材積層体の製造方法は、光学部材２の機能性微細凹凸パターン
２ａに光学部材用保護フィルム形成用材料１’を充填する充填工程（図１（ａ））と、光
学部材用保護フィルム形成用材料１’を硬化することにより、光学部材２上に光学部材用
保護フィルム１を形成する光学部材用保護フィルム形成工程（図１（ｂ））とを有するこ
とにより、機能性微細凹凸パターン２ａを有する光学部材２と、機能性微細凹凸パターン
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２ａを保護する光学部材用保護フィルム１とが積層されてなる光学部材積層体１０を製造
するものである（図１（ｂ））。
【００２４】
　本発明によれば、光学部材の機能性微細凹凸パターン上に光学部材用保護フィルム形成
用材料を充填することで、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が上記機能性微細凹凸
パターンの凹凸形状を追従することができる。さらに、上記光学部材用保護フィルム形成
用材料を硬化することにより、上記光学部材上に光学部材用保護フィルムを形成すること
で、光学部材の被保護面である機能性微細凹凸パターンを保護するように光学部材と光学
部材用保護フィルムとが密着し、水洗工程においても剥離しない光学部材積層体を得るこ
とができる。また、本発明によれば、光学部材上に光学部材用保護フィルムを直接形成す
るので、上記光学部材用保護フィルムは従来の保護フィルムのように粘着剤層を有する必
要がなく、低分子量成分を含有しないため、本発明の光学部材積層体の製造方法により得
られる光学部材積層体において、光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離する際に、
光学部材の機能性微細凹凸パターン上に糊残りなく剥離することができる。
【００２５】
　以下、本発明の光学部材積層体の製造方法における各工程について説明する。
【００２６】
１．充填工程
　まず、本発明における充填工程について説明する。本発明における充填工程は、光学的
機能を有する機能性微細凹凸パターンを有する光学部材の上記機能性微細凹凸パターンに
光学部材用保護フィルム形成用材料を充填する工程である。本工程において「充填する」
とは、上記機能性微細凹凸パターンへの上記光学部材用保護フィルム形成用材料の充填率
が５０％以上であることをいう。本発明においては、上記充填率が６０％以上であること
が好ましく、７０％以上であることがより好ましく、８０％以上であることがさらに好ま
しく、１００％であることが特に好ましい。上記充填率が高いほど、上記光学部材用保護
フィルム形成用材料が上記機能性微細凹凸パターンの凹凸形状をより完全に追従すること
ができ、上記光学部材と上記光学部材用保護フィルムとの密着性が向上するからである。
特に、上記充填率が１００％である場合は、上記光学部材と上記光学部材用保護フィルム
とを隙間なく密着させることができる。なお、上記充填率は、走査型電子顕微鏡を用いて
、本発明により得られる光学部材積層体における光学部材の機能性微細凹凸パターンの高
さ（Ａ）に対する光学部材用保護フィルムの食い込み高さ（Ｂ）の割合（Ｂ／Ａ）を測定
することにより、求めることができる。
【００２７】
　本工程は、上記機能性微細凹凸パターン上への上記光学部材用保護フィルム形成用材料
の充填方法に応じて、３つの態様に大別することができる。以下、本発明における充填工
程について、各態様に分けて説明する。
【００２８】
（１）第１態様
　本発明における第１態様の充填工程は、光学的機能を有する機能性微細凹凸パターンを
有する光学部材の上記機能性微細凹凸パターン上に光学部材用保護フィルム形成用材料を
塗布する工程である。
【００２９】
　本発明の光学部材積層体の製造方法が本態様の充填工程を有する場合、図１に例示する
ように、光学部材２の機能性微細凹凸パターン２ａ上に光学部材用保護フィルム形成用材
料１’を塗布することにより、機能性微細凹凸パターン２ａに光学部材用保護フィルム形
成用材料１’を充填し（図１（ａ）、充填工程）、光学部材用保護フィルム形成用材料１
’を硬化することにより、光学部材２上に光学部材用保護フィルム１を形成し（図１（ｂ
）、光学部材用保護フィルム形成工程）、光学部材積層体１０を得る（図１（ｂ））。
【００３０】
（ａ）光学部材用保護フィルム形成用材料
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　本態様に用いられる光学部材用保護フィルム形成用材料は、光学部材の機能性微細凹凸
パターン上に塗布することにより上記機能性微細凹凸パターンに充填され、硬化されるこ
とにより上記光学部材上に光学部材用保護フィルムを形成することができるものであれば
、特に限定されるものではない。上記光学部材用保護フィルム形成用材料としては、例え
ば、高分子材料を挙げることができ、具体的には、光硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑
性樹脂等を挙げることができる。なお、上記光硬化性樹脂は、光照射により硬化し、上記
熱硬化性樹脂は、加熱により硬化し、上記熱可塑性樹脂は、軟化点よりも低い温度（例え
ば、室温）に冷却することにより硬化するものである。
　また、本態様においては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が、離型性を有する
ものであることが好ましい。離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料を用いる
ことで、本発明により得られる光学部材積層体において、離型剤等を用いることなく光学
部材から光学部材用保護フィルムを剥離することが容易になるからである。
【００３１】
　このような離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料としては、所望の離型性
を有するものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、紫外線硬化性樹脂や電子
線硬化性樹脂例等の電離放射線硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂等が挙げられ、
具体例としては、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリオレフィン樹脂
、スチロール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイ
ミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビ
ニルブチラール樹脂、ポリカーボネート樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アルキッド樹脂
、フェノール樹脂、セルロース樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、ポリア
リレート樹脂、ポリアセタール樹脂、スチレン－イソプレンゴム、フッ素樹脂等およびこ
れらの混合物や変性物を挙げることができる。また、これらのエラストマーや酸変性物等
を用いることも可能である。さらには、オレフィン系熱可塑性樹脂に、エチレン・αオレ
フィン共重合物、プロピレン・αオレフィン共重合物、１－ブテンホモポリマーおよびコ
ポリマー、スチレン－ブタジエンブロック共重合体、スチレン－ブタジエンブロック共重
合体の水素添加物を混合した材料でも良い。加えて、不飽和カルボン酸グラフト変性され
たα・オレフィン重合体およびα・オレフィン共重合体、エチレンとアクリル酸またはア
クリル酸誘導体との共重合体、エチレンとメタクリル酸またはメタクリル酸誘導体との共
重合体、金属イオン架橋されたα・オレフィン重合体またはエチレンとα・オレフィンと
の共重合体などを含有する樹脂材料でも良い。
【００３２】
　また、本態様においては、機能性微細凹凸パターン上に光学部材用保護フィルム形成用
材料を塗布するが、このとき、流動性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料を単独
で塗布してもよく、光学部材用保護フィルム形成用材料を溶媒に分散もしくは溶解してな
る光学部材用保護フィルム形成用塗工液として塗布してもよい。なお、ここで「流動性を
有する」とは、光学部材用保護フィルム形成用材料の粘度が、１０００００ｍＰａ・ｓ以
下であることをいう。
【００３３】
　上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液に用いられる溶媒としては、上記光学部材用
保護フィルム形成用材料を分散または溶解させることができ、光学部材と反応せず、かつ
自然乾燥または熱処理により除去することが可能であれば、特に限定されるものではなく
、例えば、ジブチルエーテル、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、プロピレンオキシ
ド、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、１，３，５－トリオキサン、テトラヒ
ドロフラン、アニソール、フェネトール、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケト
ン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メ
チルシクロヘキサノン、蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸ペンチル、酢酸メチル、酢酸エ
チル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、γ－ブチ
ロラクトン、２－メトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチ
ル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノ
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ール、２－ブトキシエタノール、１，２－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジ
アセトンアルコール、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、メチルアルコール、エチル
アルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、シクロヘキシルアルコー
ル、酢酸イソブチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、１－プロパノール
、２－オクタン、２－オクタノン、２－ペンタノン、２－ヘキサノン、エチレングリコー
ルエチルエーテル、エチレングリコールイソプロピルエーテル、エチレングリコールブチ
ルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、エチルカルビトール、ブチルカルビトール、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、メ
チレンクロライドシクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、エチルシクロヘキサン、ベン
ゼン、トルエン、キシレン、ジメチルカーボーネート、ジエチルカーボネート、ジ－ｎ－
プロピルカーボーネート、ジイソプロピルカーボネート、メチルエチルカーボネート、メ
チルｎ－プロピルカーボネート、エチルｎ－プロピルカーボネート等を挙げることができ
る。
【００３４】
　上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液における上記光学部材用保護フィルム形成用
材料の固形分としては、本態様において上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液を光学
部材の機能性微細凹凸パターン上に塗布した際に、上記機能性微細凹凸パターンの凹凸形
状を十分に追従することができ、かつ、後述する光学部材用保護フィルム形成工程により
光学部材用保護フィルムを形成する際に、上記機能性微細凹凸パターン上に形成される光
学部材用保護フィルムに所望の厚みを出すことができれば、特に限定されるものではない
が、例えば、２０％～８０％の範囲内であることが好ましい。上記光学部材用保護フィル
ム形成用材料の固形分が上記範囲に満たない場合は、上記光学部材用保護フィルム形成用
塗工液に含有される上記光学部材用保護フィルム形成用材料が少なく、上記機能性微細凹
凸パターン上に形成される光学部材用保護フィルムの厚みを十分に出せない可能性がある
からである。また、上記光学部材用保護フィルム形成用材料の固形分が上記範囲を超える
場合は、上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液の流動性が低下し、上記機能性微細凹
凸パターンの凹凸形状を十分に追従できない可能性があるからである。
【００３５】
　また、上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液の粘度としては、本態様において上記
光学部材用保護フィルム形成用塗工液を光学部材の機能性微細凹凸パターン上に塗布した
際に、上記機能性微細凹凸パターンの凹凸形状を十分に追従することができれば、特に限
定されるものではないが、例えば、１００００ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましく、５
０００ｍＰａ・ｓ以下であることがより好ましく、３０００ｍＰａ・ｓ以下であることが
さらに好ましい。上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液の粘度が上記範囲を超える場
合は、上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液の流動性が低すぎて、上記機能性微細凹
凸パターンの凹凸形状を十分に追従できない可能性があるからである。
【００３６】
　上記光学部材用保護フィルム形成用塗工液は、必要に応じて適宜任意の添加剤を含有し
ていてもよい。このような添加剤としては、糊残りの原因となる低分子量成分を含有せず
、かつ光学部材と反応しないものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、帯電
防止剤（導電剤）、屈折率調整剤、レベリング剤、防汚染剤、紫外線・赤外線吸収剤、高
硬度化剤、硬度調整剤、流動性調整剤、酸化防止剤、フッ素系樹脂、流動パラフィン、パ
ラフィンワックス、合成ポリエチレンワックスなどの炭化水素系、脂肪酸アマイド系、ス
テアリン酸金属塩、ステアリン酸カルシウム・ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸
鉛・ステアリン酸亜鉛などの金属石鹸系、脂肪酸エステル系、シリコーンオイル系、アク
リル系高分子系などの離型剤や内部または外部滑剤、炭酸ストロンチウムなどの偏屈折調
整剤、親水性剤、親油性剤、着色剤等を挙げることができる。
【００３７】
（ｂ）塗布方法
　本態様においては、後述する光学部材の機能性微細凹凸パターン上に上記光学部材用保
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護フィルム形成用材料を塗布する。具体的な塗布方法としては、光学部材の機能性微細凹
凸パターンをつぶす等、光学部材を傷つけることがなければ、特に限定されるものではな
く、例えば、スプレー法、電着法、ディップ法、ディップコート法、ロールコート法、ダ
イコート法、キャストコート法、ブレードコート法、スピンコート法、バーコート法、ワ
イヤーバーコート法、キャスト法、ＬＢ法、静電塗装法、粉体塗装法、チューブやスリー
ブなどを被覆する方法などの公知の方法を用いることができる。なお、塗工後、適宜乾燥
工程や熱またはＵＶやＥＢによるハーフキュア工程を入れてもよい。例えば、本態様にお
いて光学部材用保護フィルム形成用材料を塗布する際に、光学部材用保護フィルム形成用
材料を溶媒に分散もしくは溶解してなる光学部材用保護フィルム形成用塗工液として塗布
する場合は、通常、乾燥工程を行う。具体的な乾燥方法としては、光学部材用保護フィル
ム形成用材料および光学部材に影響を及ぼすことなく溶媒を除去することが可能な方法で
あれば、特に限定されるものではなく、例えば、加熱乾燥、送風乾燥、真空乾燥、赤外線
加熱乾燥等、一般的な方法を用いることができる。また、本態様における乾燥温度および
乾燥時間としては、特に限定されるものではなく、本態様に用いられる光学部材用保護フ
ィルム形成用材料および溶媒等に応じて適宜設定されるものである。
【００３８】
　本態様において上記光学部材用保護フィルム形成用材料を塗布する塗布量は、用いられ
る光学部材の機能性微細凹凸パターンの凹凸形状を十分に追従することができ、上記機能
性微細凹凸パターンを保護する光学部材用保護フィルムを形成することができれば、特に
限定はされない。
【００３９】
　なお、本態様においては、光学部材の微細凹凸パターン上に光学部材用保護フィルム形
成用材料を塗布するが、さらに、塗布された光学部材用保護フィルム形成用材料の上に、
例えば、後述する第２態様に用いられるフィルム基材を積層してもよい。また、フィルム
基材は、光学部材用保護フィルム形成工程において光学部材用保護フィルムを形成した後
に、光学部材用保護フィルムから剥離してもよく、剥離しなくてもよい。
【００４０】
（ｃ）光学部材
　本態様に用いられる光学部材は、光学的機能を有する機能性微細凹凸パターンを有する
ものである。
【００４１】
　ここで「微細凹凸パターン」とは、通常の粘着剤層では貼りつかずに剥離してしまう凹
凸パターンをいい、具体的には、凹凸パターンの凸部間の平均ピッチがｎｍオーダーであ
るものをいう。なお、凹凸パターンの凸部間の平均ピッチとは、凹凸パターンの隣接する
凸頂部から凸頂部までの距離の平均をいい、図２におけるＰで表される距離の平均を指す
ものである。本態様に用いられる光学部材の機能性微細凹凸パターンの凸部間の平均ピッ
チとしては、６０ｎｍ～２００ｎｍの範囲内であることが好ましく、８０ｎｍ～１８０ｎ
ｍの範囲内であることがより好ましく、９０ｎｍ～１６０ｎｍの範囲内であることがさら
に好ましい。上記凸部間の平均ピッチを上記範囲内とすることで、本発明の効果を特に発
揮することができるからである。
【００４２】
　また、上記機能性微細凹凸パターンの平均高さとしては、６０ｎｍ～１４００ｎｍの範
囲内であることが好ましく、１００ｎｍ～１０００ｎｍの範囲内であることがより好まし
く、２００ｎｍ～５００ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。なお、凹凸パターン
の平均高さとは、凹凸パターンの凸頂部から凹底部までの距離の平均をいい、図２におけ
るＱで表される距離の平均を指すものである。
【００４３】
　また、本態様に用いられる光学部材の厚みとしては、目的とする光学部材に応じて適宜
選択されるものであるが、例えば、１μｍ～５０μｍの範囲内である。
【００４４】
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　本態様に用いられる光学部材は、上述した機能性微細凹凸パターンを有していれば、特
に限定されるものではないが、通常、図３に例示されるように、光学部材２は、基材３と
、基材３上に形成され、機能性微細凹凸パターン２ａを有する凹凸層４とを有するもので
ある。基材および凹凸層は、目的とする光学部材に応じて適宜選択される。このような光
学部材としては、例えば、表面に可視光領域の波長以下の周期で形成された微細な凹凸パ
ターン（以下、「モスアイ構造」と称する場合がある。）を有する反射防止フィルム等を
挙げることができる。
　以下、反射防止フィルムについて説明する。
【００４５】
　図４に例示されるように、反射防止フィルム２１は、光透過性基板２２と、光透過性基
板２２上に形成され、表面に可視光領域の波長以下の周期で形成された微細凹凸を有する
反射防止層２３とを有するものである。本態様に用いられる光学部材が反射防止フィルム
である場合、反射防止層が上記機能性微細凹凸パターンを有する凹凸層に該当し、光透過
性基板が上記基材に該当する。
　以下、反射防止フィルムにおける各構成について説明する。
【００４６】
　反射防止フィルムに用いられる反射防止層は、光透過性基板上に形成され、表面に可視
光領域の波長以下の周期で形成された微細凹凸を有するものであり、反射防止フィルムに
所望の反射防止機能を付与するものである。本態様に用いられる光学部材においては、こ
の反射防止層が上記凹凸層に該当し、上記機能性微細凹凸パターンを有するものであり、
上記機能性微細凹凸パターンは上記微細凹凸からなるものである。本態様に用いられる光
学部材が反射防止フィルムである場合、上記微細凹凸からなる機能性微細凹凸パターン上
に、光学部材用保護フィルム形成用塗工液を塗布する。
【００４７】
　微細凹凸としては、可視光領域の波長以下の周期で形成されたものであれば特に限定さ
れるものではなく、反射防止フィルムの用途等に応じて、任意の形状を選択して用いるこ
とができる。中でも、微細凹凸は、円錐、四角錐等の錐形の構造物が周期的に形成された
ものであることが好ましい。
【００４８】
　微細凹凸として錐形の構造物が周期的に形成されたものが用いられる場合、錐形の構造
物としては、頂部が平坦に形成されたものであってもよく、あるいは、頂部が鋭角に形成
されたものであってもよい。
【００４９】
　微細凹凸として、錐形の構造物が周期的に形成されたものが用いられる場合、反射防止
フィルムが備える反射防止機能は、主として錐形の構造物が形成された周期、高さ、間隔
に依存することになる。
　なお、錐形の構造物が形成された周期、高さ、および間隔は、それぞれ図５におけるＰ
、Ｑ、およびＲで表される距離を指すものである。
【００５０】
　錐形の構造物の周期は、可視光領域の波長以下であれば特に限定されるものではなく、
反射防止フィルムの用途等に応じて適宜決定することができる。ここで、上記周期は、反
射防止層の反射率の波長依存性に影響を及ぼすものであり、その周期が長くなるほど可視
光領域の短波長側の光に対する反射率が増加する傾向にある。一方、周期が２００ｎｍ以
下においては、周期の変動に伴う可視光領域の反射率の波長依存性の変化は少なくなるも
のである。このようなことから、上記周期は、５０ｎｍ～２５０ｎｍの範囲内であること
が好ましく、１００ｎｍ～２３０ｎｍの範囲内であることがより好ましく、１５０ｎｍ～
２００ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。錐形の構造物が形成された周期が上記
範囲よりも短いと、個々の構造物の形状が極微小になることから、高精度で構造物を形成
することが困難になる場合があるからである。また、周期が上記範囲よりも長いと、反射
防止層の短波長側の光に対する反射防止機能が不十分になってしまう場合があるからであ
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る。
【００５１】
　錐形の構造物の高さについても、反射防止層に所望の反射防止機能を付与できる範囲内
で、適宜調整することができるものであり、特に限定されるものではない。ここで、上記
高さは高いほど反射防止層の反射率を低くすることができ、一方、低くなると長波長側の
反射率が増加する傾向にある。このようなことから、錐形の構造物の高さは、６０ｎｍ～
１４００ｎｍの範囲内であることが好ましく、１００ｎｍ～１０００ｎｍの範囲内である
ことがより好ましく、２００ｎｍ～５００ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。構
造物の高さが上記範囲よりも高いと、個々の構造物が損壊しやすくなってしまう場合があ
り、また高さが上記範囲よりも低いと、長波長側の反射率が増加する傾向にあるからであ
る。
【００５２】
　錐形の構造物が形成された間隔は、広くなるほど可視光の全波長領域において反射率が
増加する傾向にあり、狭くなるほど可視光の全波長領域において反射率が低下する傾向に
ある。このようなことから、錐形の構造物が形成された間隔は、反射防止層に所望の反射
防止機能を付与できる範囲内で、適宜調整することができるものであり、特に限定される
ものではないが、中でも１００ｎｍ以下であることが好ましく、５０ｎｍ以下であること
がより好ましく、１０ｎｍ以下であることがさらに好ましい。構造物が形成された間隔が
上記範囲よりも長いと、十分な反射防止性能が発揮できない場合があるからである。
　なお、上記間隔はすべての構造物において均一ではない場合があるが、その場合におけ
る上記距離は、単位面積あたりに形成された構造物間の間隔の平均距離を指すものとする
。
【００５３】
　反射防止層は、硬化性樹脂からなるものである。硬化性樹脂としては、所望の形状を有
するモスアイ構造を形成できるものであれば特に限定されるものではない。
【００５４】
　硬化性樹脂としては、熱硬化性樹脂および光硬化性樹脂を挙げることができ、いずれの
硬化性樹脂であっても好適に用いることができる。中でも、硬化性樹脂として光硬化性樹
脂を用いることが好ましい。光硬化性樹脂を用いることで熱硬化性樹脂よりも高スループ
ットで製品を生産することが可能になる。
【００５５】
　反射防止層の厚みは、５μｍ～５０μｍの範囲内であることが好ましく、１０μｍ～３
０μｍの範囲内であることがより好ましく、１２μｍ～２０μｍの範囲内であることがさ
らに好ましい。
【００５６】
　反射防止フィルムに用いられる光透過性基板は、上述した反射防止層を支持するもので
あり、上記反射防止層と相まって反射防止フィルムに所望の反射防止機能を付与するもの
である。本態様に用いられる光学部材においては、この光透過性基板が上記基材に該当す
る。
【００５７】
　光透過性基板を構成する材料としては、光透過性基板の光透過性および屈折率等に応じ
て、適宜選択される。光透過性基板に用いられる材料としては、例えば、アクリル樹脂、
ポリオレフィン系樹脂、熱可塑性樹脂、セルロース系樹脂、ガラス（セラミックスを含む
）等を挙げることができる。
【００５８】
　光透過性基板の厚みは、１０μｍ～３００μｍの範囲内であることが好ましく、２０μ
ｍ～２００μｍの範囲内であることがより好ましく、４０μｍ～１００μｍの範囲内であ
ることがさらに好ましい。
【００５９】
（２）第２態様
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　本発明における第２態様の充填工程は、上記機能性微細凹凸パターン上に上記光学部材
用保護フィルム形成用材料を配置し、上記光学部材用保護フィルム形成用材料上にフィル
ム基材を積層してから加圧する工程である。
【００６０】
　本発明の光学部材積層体の製造方法が本態様の充填工程を有する場合、図６に例示する
ように、光学部材２の機能性微細凹凸パターン２ａ上に光学部材用保護フィルム形成用材
料１’を配置し（図６（ａ））、光学部材用保護フィルム形成用材料１’上にフィルム基
材５を積層してから加圧することにより（図６（ｂ））、機能性微細凹凸パターン２ａに
光学部材用保護フィルム形成用材料１’を充填し（図６（ｃ））（図６（ａ）～（ｃ）、
充填工程）、光学部材用保護フィルム形成用材料１’を硬化することにより、光学部材２
上に光学部材用保護フィルム１を形成し（図６（ｄ）、光学部材用保護フィルム形成工程
）、光学部材積層体１０を得る（図６（ｄ））。
【００６１】
　本態様に用いられる光学部材用保護フィルム形成用材料は、光学部材の機能性微細凹凸
パターン上に配置し、フィルム基材を積層してから加圧することにより上記機能性微細凹
凸パターンに充填され、硬化されることにより上記光学部材上に光学部材用保護フィルム
を形成することができるものであれば、特に限定されるものではない。上記光学部材用保
護フィルム形成用材料としては、例えば、高分子材料等を挙げることができ、具体的には
、光硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂等を挙げることができる。また、本態様に
おいては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が、離型性を有するものであることが
好ましい。離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料を用いることで、本発明に
より得られる光学部材積層体において、離型剤等を用いることなく光学部材から光学部材
用保護フィルムを剥離することが容易になるからである。
【００６２】
　このような離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料としては、所望の離型性
を有するものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、アクリル樹脂、ポリエス
テル樹脂、エポキシ樹脂、ポリオレフィン樹脂、スチロール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ
エーテル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ酢酸ビ
ニル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリカーボネート樹
脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アルキッド樹脂、フェノール樹脂、セルロース樹脂、ジア
リルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリアセタール樹脂、スチ
レン－イソプレンゴム、フッ素樹脂等およびこれらの混合物や変性物を挙げることができ
る。また、これらのエラストマーや酸変性物等を用いることも可能である。さらには、オ
レフィン系熱可塑性樹脂に、エチレン・αオレフィン共重合物、プロピレン・αオレフィ
ン共重合物、１－ブテンホモポリマーおよびコポリマー、スチレン－ブタジエンブロック
共重合体、スチレン－ブタジエンブロック共重合体の水素添加物を混合した材料でも良い
。加えて、不飽和カルボン酸グラフト変性されたα・オレフィン重合体およびα・オレフ
ィン共重合体、エチレンとアクリル酸またはアクリル酸誘導体との共重合体、エチレンと
メタクリル酸またはメタクリル酸誘導体との共重合体、金属イオン架橋されたα・オレフ
ィン重合体またはエチレンとα・オレフィンとの共重合体などを含有する樹脂材料でも良
い。
【００６３】
　本態様においては、光学部材の機能性微細凹凸パターン上に光学部材用保護フィルム形
成用材料を配置する。具体的な配置方法としては、光学部材の機能性微細凹凸パターンを
つぶす等、光学部材を傷つけることがなければ、特に限定されるものではなく、例えば、
スプレー法、電着法、ディップ法、ディップコート法、ロールコート法、ダイコート法、
キャストコート法、ブレードコート法、スピンコート法、バーコート法、ワイヤーバーコ
ート法、キャスト法、ＬＢ法、静電塗装法、粉体塗装法、チューブやスリーブなどを被覆
する方法などの公知の方法を用いることができる。なお、塗工後、適宜乾燥工程を入れて
もよい。
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　なお、本態様に用いられる光学部材については、上記第１態様に記載したものと同様で
あるので、ここでの説明は省略する。
【００６４】
　また、本態様においては、光学部材の機能性微細凹凸パターン上に配置された光学部材
用保護フィルム形成用材料上にフィルム基材を積層してから加圧する。本態様に用いられ
るフィルム基材としては、光学部材用保護フィルム形成用材料と反応せず、かつ加圧に耐
えられるものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、ポリエチレンテレフタレ
ート（ＰＥＴ）、二軸延伸ポリプロピレン（ＯＰＰ）、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ
）、ポリメチルメタクリレート(ＰＭＭＡ)、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリオレフィン
からなるもの等を挙げることができる。
【００６５】
　上記フィルム基材の厚みは、５μｍ～３００μｍの範囲内であることが好ましく、２０
μｍ～２５０μｍの範囲内であることがより好ましく、１００μｍ～２００μｍの範囲内
であることがさらに好ましい。
【００６６】
　本態様における加圧圧力としては、光学部材を損傷することなく、光学部材の機能性微
細凹凸パターンに光学部材用保護フィルム形成用材料を十分に充填することができれば、
特に限定されるものではなく、光学部材用保護フィルム形成用材料に応じて適宜選択され
るものであるが、例えば、０．０１Ｎ／ｍｍ２～１０Ｎ／ｍｍ２の範囲内であることが好
ましく、０．１Ｎ／ｍｍ２～５Ｎ／ｍｍ２の範囲内であることがより好ましく、０．５Ｎ
／ｍｍ２～２．５Ｎ／ｍｍ２の範囲内であることがさらに好ましい。
　また、本態様においては、加圧時に加熱を行ってもよい。加圧時の加熱温度は、光学部
材用保護フィルム形成用材料に応じて適宜選択されるものであるが、例えば、５０℃～２
５０℃の範囲内であることが好ましく、１００℃～２００℃の範囲内であることがより好
ましく、１５０℃～１８０℃の範囲内であることがさらに好ましい。なお、加熱後に適宜
室温での冷却工程を行ってもよい。
【００６７】
（３）第３態様
　本発明における第３態様の充填工程は、フィルム基材上に上記光学部材用保護フィルム
形成用材料を配置し、上記光学部材用保護フィルム形成用材料に上記機能性微細凹凸パタ
ーンが接するように、上記光学部材用保護フィルム形成用材料上に上記光学部材を積層し
てから加圧する工程である。
【００６８】
　本発明の光学部材積層体の製造方法が本態様の充填工程を有する場合、図７に例示する
ように、フィルム基材５上に光学部材用保護フィルム形成用材料１’を配置し（図７（ａ
））、光学部材用保護フィルム形成用材料１’に光学部材２の機能性微細凹凸パターン２
ａが接するように、光学部材用保護フィルム形成用材料１’上に光学部材２を積層してか
ら加圧することにより（図７（ｂ））、機能性微細凹凸パターン２ａに光学部材用保護フ
ィルム形成用材料１’を充填し（図７（ｃ））（図７（ａ）～（ｃ）、充填工程）、光学
部材用保護フィルム形成用材料１’を硬化することにより、光学部材２上に光学部材用保
護フィルム１を形成し（図７（ｄ）、光学部材用保護フィルム形成工程）、光学部材積層
体１０を得る（図７（ｄ））。
【００６９】
　本態様に用いられる光学部材用保護フィルム形成用材料は、フィルム基材上に配置し、
光学部材の機能性微細凹凸パターンが接するように上記光学部材を積層してから加圧する
ことにより上記機能性微細凹凸パターンに充填され、硬化されることにより上記光学部材
上に光学部材用保護フィルムを形成することができるものであれば、特に限定されるもの
ではない。上記光学部材用保護フィルム形成用材料としては、例えば、高分子材料等を挙
げることができ、具体的には、光硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂等を挙げるこ
とができる。また、本態様においては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が、離型
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性を有するものであることが好ましい。離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材
料を用いることで、本発明により得られる光学部材積層体において、離型剤等を用いるこ
となく光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離することが容易になるからである。
【００７０】
　このような離型性を有する光学部材用保護フィルム形成用材料としては、所望の離型性
を有するものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、アクリル樹脂、ポリエス
テル樹脂、エポキシ樹脂、ポリオレフィン樹脂、スチロール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ
エーテル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ酢酸ビ
ニル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリカーボネート樹
脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アルキッド樹脂、フェノール樹脂、セルロース樹脂、ジア
リルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリアセタール樹脂、スチ
レン－イソプレンゴム、フッ素樹脂等およびこれらの混合物や変性物を挙げることができ
る。また、これらのエラストマーや酸変性物等を用いることも可能である。さらには、オ
レフィン系熱可塑性樹脂に、エチレン・αオレフィン共重合物、プロピレン・αオレフィ
ン共重合物、１－ブテンホモポリマーおよびコポリマー、スチレン－ブタジエンブロック
共重合体、スチレン－ブタジエンブロック共重合体の水素添加物を混合した材料でも良い
。加えて、不飽和カルボン酸グラフト変性されたα・オレフィン重合体およびα・オレフ
ィン共重合体、エチレンとアクリル酸またはアクリル酸誘導体との共重合体、エチレンと
メタクリル酸またはメタクリル酸誘導体との共重合体、金属イオン架橋されたα・オレフ
ィン重合体またはエチレンとα・オレフィンとの共重合体などを含有する樹脂材料でも良
い。
【００７１】
　本態様においては、フィルム基材上に光学部材用保護フィルム形成用材料を配置する。
具体的な配置方法としては、特に限定されるものではなく、例えば、ドライラミネート法
、エクストルージョンコーティング（ＥＣ）法、スプレー法、電着法、ディップ法、ディ
ップコート法、ロールコート法、ダイコート法、キャストコート法、ブレードコート法、
スピンコート法、バーコート法、ワイヤーバーコート法、キャスト法、ＬＢ法、静電塗装
法、粉体塗装法、チューブやスリーブなどを被覆する方法などの公知の方法を用いること
ができる。なお、塗工後、適宜乾燥工程を入れてもよい。
　なお、本態様に用いられるフィルム基材については、上記第２態様に記載したものと同
様であるので、ここでの説明は省略する。
【００７２】
　また、本態様においては、フィルム基材上に配置された光学部材用保護フィルム形成用
材料に光学部材の機能性微細凹凸パターンが接するように、上記光学部材用保護フィルム
形成用材料上に上記光学部材を積層してから加圧する。本態様においては、加圧時に加熱
を行ってもよい。なお、本態様における加圧圧力および加圧時の加熱温度については、上
記第２態様と同様であるので、ここでの説明は省略する。
　また、本態様に用いられる光学部材については、上記第１態様に記載したものと同様で
あるので、ここでの説明は省略する。
【００７３】
２．光学部材用保護フィルム形成工程
　次に、本発明における光学部材用保護フィルム形成工程について説明する。本発明にお
ける光学部材用保護フィルム形成工程は、上記光学部材用保護フィルム形成用材料を硬化
することにより、上記光学部材上に光学部材用保護フィルムを形成する工程である。
【００７４】
　なお、光学部材用保護フィルム形成用材料については、上記充填工程の項に記載したの
で、ここでの説明は省略する。以下、硬化方法および光学部材用保護フィルムについて説
明する。
【００７５】
（１）硬化方法
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　本工程においては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料を硬化する。具体的な硬化
方法としては、上記光学部材用保護フィルム形成用材料の種類に応じて適宜選択されるも
のである。例えば、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が光硬化性樹脂である場合は
、光照射により上記光学部材用保護フィルム形成用材料を硬化し、上記光学部材用保護フ
ィルム形成用材料が熱硬化性樹脂である場合は、加熱により上記光学部材用保護フィルム
形成用材料を硬化し、上記光学部材用保護フィルム形成用材料が熱可塑性樹脂である場合
は、軟化点より低い温度（例えば、室温）にすることにより上記光学部材用保護フィルム
形成用材料を硬化する。なお、必要に応じて硬化前もしくは硬化後に乾燥工程を行っても
よい。
【００７６】
（２）光学部材用保護フィルム
　本工程により光学部材上に形成される光学部材用保護フィルムは、透明性を有していて
もよく、有さなくてもよいが、光学部材の検査の観点から、透明性を有することが好まし
い。
　また、上記光学部材用保護フィルムは、光学部材積層体として光学部材とともに巻き取
りを行う観点から、フレキシブル性を有することが好ましい。
【００７７】
　上記光学部材用保護フィルムの厚みとしては、用いられる光学部材の機能性微細凹凸パ
ターンがカバーされる厚みであれば、特に限定されるものではないが、例えば、１μｍ～
４００μｍの範囲内であることが好ましく、１μｍ～１００μｍの範囲内であることがよ
り好ましく、１μｍ～５０μｍの範囲内であることがさらに好ましい。但し、上記厚みは
、フィルム基材の厚みを含まない。
【００７８】
　上記光学部材用保護フィルムは、使用後に光学部材から剥離する際に、破壊されてもよ
く、破壊されなくてもよい。破壊される場合は、本工程の後に光学部材用保護フィルムに
予めハーフカットや切れ目を入れておけばよい。
【００７９】
３．光学部材積層体
　本発明により得られる光学部材積層体は、用いられる光学部材の被保護面である機能性
微細凹凸パターンを保護するように光学部材と光学部材用保護フィルムとが密着している
ため、水洗工程においても光学部材と光学部材用保護フィルムとの剥離を防止することが
できる。また、上記光学部材積層体においては、光学部材から光学部材用保護フィルムを
剥離する際に、光学部材の機能性微細凹凸パターン上に糊残りなく剥離することができ、
光学部材の被保護面を汚染しないため、剥離後に光学部材の被保護面を清浄化する工程を
行う必要がない。
【００８０】
Ｂ．光学的機能を有する部材の製造方法
　次に、本発明の光学的機能を有する部材の製造方法について説明する。本発明の光学的
機能を有する部材の製造方法は、上述した光学部材積層体の製造方法により得られた光学
部材積層体を光学的機能を必要とする部材に組み込む光学部材積層体組み込み工程、およ
び、光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離する剥離工程を有することを特徴とする
ものである。なお、本発明においては、上記光学部材積層体組み込み工程を行ってから、
上記剥離工程を行ってもよく、上記剥離工程を行ってから、上記光学部材積層体組み込み
工程を行ってもよい。上記剥離工程を行ってから、上記光学部材積層体組み込み工程を行
う場合は、上記光学部材積層体組み込み工程において組み込まれる光学部材積層体は、光
学部材のみとなる。
【００８１】
　本発明によれば、光学的機能を必要とする部材に上記光学部材積層体を組み込むことで
、光学部材を保護したまま、必要に応じて適宜任意の後工程を行うことができる。また、
プロセス後には、組み込まれた光学部材積層体において、光学部材から光学部材用保護フ
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ィルムを剥離することで、光学的機能を有する部材が糊残り等の汚染がない機能性微細凹
凸パターンを有する光学部材を有することが可能となり、良好な光学的機能を有する部材
を得ることができる。
【００８２】
　また、本発明によれば、上記光学部材積層体において、光学部材から光学部材用保護フ
ィルムを剥離してから、その光学部材を、光学的機能を必要とする部材に組み込むことで
、被保護面である機能性微細凹凸パターン上に糊残り等の汚染がない光学部材をそのまま
組み込むことができるため、剥離後に光学部材の被保護面を清浄化する工程等を行うこと
なく、良好な光学的機能を有する部材を得ることができ、工程の簡略化を図ることが可能
となる。
【００８３】
　以下、本発明の光学的機能を有する部材の製造方法における各工程について説明する。
【００８４】
１．光学部材積層体組み込み工程
　まず、本発明における光学部材積層体組み込む工程について説明する。本発明における
光学部材積層体組み込み工程は、上述した光学部材積層体の製造方法により得られた光学
部材積層体を光学的機能を必要とする部材に組み込む工程である。
【００８５】
　なお、光学部材積層体については、上記「Ａ．光学部材積層体の製造方法」の項に記載
したので、ここでの説明は省略する。以下、光学的機能を必要とする部材および組み込み
方法について説明する。
【００８６】
（１）光学的機能を必要とする部材
　本発明に用いられる光学的機能を必要とする部材としては、例えば、光学表示装置、絵
画、写真等を挙げることができ、中でも、光学表示装置が好ましい。光学表示装置として
は、具体的には、液晶表示装置、有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置、プラ
ズマ表示装置等を挙げることができる。
【００８７】
（２）組み込み方法
　本工程においては、上記光学部材積層体を光学的機能を必要とする部材に組み込む。具
体的には、光学部材積層体をそのまま光学的機能を必要とする部材に組み込んでもよく、
粘着剤層等を用いて光学部材積層体を光学的機能を必要とする部材に貼りつけてもよい。
光学部材積層体を光学的機能を必要とする部材に組み込んだ後で、光学部材積層体から光
学部材用保護フィルムを剥離することができる。
【００８８】
２．剥離工程
　次に、本発明における剥離工程について説明する。本発明における剥離工程は、光学部
材から光学部材用保護フィルムを剥離する工程である。
【００８９】
　本発明においては、上述した光学部材積層体の製造方法により得られた光学部材積層体
を用いているため、本工程により光学部材から光学部材用保護フィルムを剥離する際に、
光学部材の機能性微細凹凸パターン上に糊残りなく剥離することが可能である。
【００９０】
　本工程における剥離方法としては、光学部材を傷つけることなく光学部材用保護フィル
ムを剥離することができれば、特に限定されるものではない。なお、光学部材用保護フィ
ルムは剥離時に破壊されてもよく、破壊されなくてもよい。
【００９１】
３．その他
　本発明の光学的機能を有する部材の製造方法により得られる光学的機能を有する部材は
、組み込まれた光学部材積層体から光学部材用保護フィルムを剥離することにより、光学
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的機能を有する機能性微細凹凸パターンを有する光学部材を有するため、優れた光学的機
能を発揮することができる。
【００９２】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【００９３】
　以下、実施例を挙げることにより、本発明について具体的に説明する。
【００９４】
［実施例１－１］
（光学部材の作製）
　光学部材形成用材料としてウレタンアクリレートを用い、モスアイ形状用の金型ロール
にて凹凸形状を転写賦型し、ＵＶ硬化させることにより、ピッチ１５０ｎｍ、高さ２８０
ｎｍの微細凹凸パターンを有する光学部材を作製した。なお、微細凹凸パターン形状は、
日立ハイテクノロジーズ製走査型電子顕微鏡Ｓ－４５００を用いて確認した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料としてＵＶ硬化性アクリル樹脂を用い、当該樹脂（
固形分１００％）をダイコート法にて上記光学部材の微細凹凸パターン上に塗布し、ＵＶ
硬化することにより厚さ２０μｍの光学部材用保護フィルムを形成することで、光学部材
積層体を作製した。
【００９５】
［実施例１－２］
（光学部材の作製）
　微細凹凸パターンの高さを２４０ｎｍとしたこと以外は、実施例１－１と同様にして、
光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　実施例１－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
【００９６】
［実施例１－３］
（光学部材の作製）
　微細凹凸パターンの高さを２００ｎｍとしたこと以外は、実施例１－１と同様にして、
光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　実施例１－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
【００９７】
［実施例２］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料としてＵＶ硬化性ウレタン樹脂を用い、固形分が２
０％となるように当該樹脂を酢酸エチルからなる溶媒で希釈した光学部材用保護フィルム
形成用塗工液をロールコート法にて上記光学部材の微細凹凸パターン上に塗布し、８０℃
で３０秒間乾燥後、ＵＶ硬化することにより厚さ５μｍの光学部材用保護フィルムを形成
することで、光学部材積層体を作製した。
【００９８】
［実施例３］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
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　光学部材用保護フィルム形成用材料としてＵＶ硬化性アクリル樹脂を用い、固形分が５
０％となるように当該樹脂をメチルエチルケトン：トルエン＝１：１からなる溶媒で希釈
した光学部材用保護フィルム形成用塗工液をロールコート法にて上記光学部材の微細凹凸
パターン上に塗布し、さらに厚さ５０μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）から
なるフィルム基材を積層してから、８０℃で３０秒間乾燥後、圧力２．４Ｎ／ｍｍ２、温
度２５℃（室温）の条件で加圧し、室温まで冷却後、ＵＶ硬化することにより厚さ８μｍ
の光学部材用保護フィルムを形成することで、光学部材積層体を作製した。
【００９９】
［実施例４］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として熱可塑－ＵＶ硬化性ポリウレタン樹脂を用い
、固形分が４０％となるように当該樹脂をメチルエチルケトン（ＭＥＫ）：トルエン＝１
：１からなる溶媒で希釈した光学部材用保護フィルム形成用塗工液をロールコート法にて
上記光学部材の微細凹凸パターン上に塗布し、さらに厚さ５０μｍのポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）からなるフィルム基材を積層してから、８０℃で３０秒間乾燥後、圧
力２．４Ｎ／ｍｍ２、温度１８０℃の条件で加圧し、室温まで冷却後、ＵＶ硬化すること
により厚さ３μｍの光学部材用保護フィルムを形成することで、光学部材積層体を作製し
た。
【０１００】
［実施例５］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料としてＵＶ硬化性ポリエステル樹脂を用い、固形分
が３０％となるようにイソプロピルアルコール（ＩＰＡ）からなる溶媒で希釈した光学部
材用保護フィルム形成用塗工液をバーコート法にて上記光学部材の微細凹凸パターン上に
塗布し、さらに厚さ３０μｍの二軸延伸ポリプロピレン（ＯＰＰ）からなるフィルム基材
を積層してから、８０℃で３０秒間乾燥後、圧力２．４Ｎ／ｍｍ２、温度２５℃（室温）
の条件で加圧し、室温まで冷却後、ＵＶ硬化することにより厚さ１２μｍの光学部材用保
護フィルムを形成することで、光学部材積層体を作製した。
【０１０１】
［実施例６－１］
（光学部材の作製）
　実施例１－１と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として熱可塑性エチレンアクリル酸メチル共重合体
（ＥＭＡ）樹脂を用い、当該樹脂（固形分１００％）をドライラミネート法にて、厚さ５
０μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなるフィルム基材上に配置し、上記
光学部材の微細凹凸パターン上に、圧力２．４Ｎ／ｍｍ２、温度１５０℃の条件で加圧し
ながら積層し、室温まで冷却することにより厚さ３０μｍの光学部材用保護フィルムを形
成することで、光学部材積層体を作製した。
【０１０２】
［実施例６－２］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　実施例６－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
【０１０３】
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［実施例６－３］
（光学部材の作製）
　実施例１－３と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　実施例６－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
【０１０４】
［実施例７］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として熱可塑性酸変性ポリエチレン樹脂を用い、当
該樹脂（固形分１００％）をエクストルージョンコーティング（ＥＣ）法にて、厚さ５０
μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなるフィルム基材上に配置し、上記光
学部材の微細凹凸パターンに、圧力２．４Ｎ／ｍｍ２、温度１４０℃の条件で加圧しなが
ら積層し、室温まで冷却することにより厚さ３０μｍの光学部材用保護フィルムを形成す
ることで、光学部材積層体を作製した。
【０１０５】
［実施例８］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として熱可塑性エチレン酢酸ビニル共重合体（ＥＶ
Ａ）樹脂を用い、当該樹脂（固形分１００％）をエクストルージョンコーティング（ＥＣ
）法にて、厚さ３０μｍの二軸延伸ポリプロピレン（ＯＰＰ）からなるフィルム基材上に
配置し、上記光学部材の微細凹凸パターンに、圧力２．４Ｎ／ｍｍ２、温度１６０℃の条
件で加圧しながら積層し、室温まで冷却することにより厚さ２０μｍの光学部材用保護フ
ィルムを形成することで、光学部材積層体を作製した。
【０１０６】
［比較例１－１］
（光学部材の作製）
　実施例１－１と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として粘着剤であるアクリルイソシアネート樹脂を
用い、固形分が５０％となるように当該樹脂を酢酸エチルからなる溶媒で希釈した光学部
材用保護フィルム形成用塗工液をダイコート法にて、厚さ３０μｍのポリオレフィンから
なるフィルム基材上に塗布し、８０℃で３０秒間乾燥し、上記光学部材の微細凹凸パター
ン上に積層することにより厚さ３μｍの光学部材用保護フィルムを形成することで、光学
部材積層体を作製した。
【０１０７】
［比較例１－２］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　比較例１－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
【０１０８】
［比較例１－３］
（光学部材の作製）
　実施例１－３と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　比較例１－１と同様にして、光学部材積層体を作製した。
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【０１０９】
［比較例２］
（光学部材の作製）
　実施例１－２と同様にして、光学部材を作製した。
（光学部材積層体の作製）
　光学部材用保護フィルム形成用材料として粘着剤であるアクリルイソシアネート樹脂を
用い、固形分が５０％となるように当該樹脂を酢酸エチルからなる溶媒で希釈した光学部
材用保護フィルム形成用塗工液をダイコート法にて、厚さ５０μｍのポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）からなるフィルム基材上に塗布し、８０℃で３０秒間乾燥し、上記光
学部材の微細凹凸パターン上に積層することにより厚さ５μｍの光学部材用保護フィルム
を形成することで、光学部材積層体を作製した。
【０１１０】
［評価］
（光学部材用保護フィルムの充填率）
　日立ハイテクノロジーズ製走査型電子顕微鏡Ｓ－４５００を用いて、光学部材積層体に
おける光学部材の微細凹凸パターンの高さ（Ａ）に対する光学部材用保護フィルムの食い
込み高さ（Ｂ）の割合（Ｂ／Ａ）を測定し、充填率とした。その結果を表１に示す。
【０１１１】
（光学部材用保護フィルムの剥離強度）
　オリエンテック製テンシロン万能材料試験機を用いて、２５ｍｍ幅を１８０°、３００
ｍｍ／ｍｉｎの条件で、光学部材積層体における光学部材用保護フィルムを光学部材から
剥離することにより、剥離強度を測定した。なお、上記剥離強度測定は、光学部材積層体
の形成直後、または、光学部材積層体の保持後（２５℃ドライ９０日後、４０℃ドライ９
０日後、６０℃水中浸漬１０分後）に、それぞれ行った。その結果を表１に示す。
【０１１２】
（光学部材の糊残り）
　光学部材用保護フィルム剥離後の光学部材の微細凹凸パターンにおける糊残りの有無を
目視にて評価した。なお、上記糊残りの評価は、上述した光学部材用保護フィルムの剥離
強度測定後の光学部材を用いて行った。その結果を表１に示す。
【０１１３】
（光学部材の反射率の上昇値）
　コニカミノルタ製ハンディ分光器を用いて、光学部材用保護フィルム形成前の光学部材
の反射率、および、光学部材用保護フィルム剥離後の光学部材の反射率を測定し、両者の
差（光学部材用保護フィルム剥離後－光学部材用保護フィルム形成前）を算出することに
より、反射率の上昇値を評価した。なお、上記反射率の測定は、上述した光学部材用保護
フィルムの剥離強度測定後の光学部材を用いて行った。その結果を表１に示す。
【０１１４】
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【表１】

【０１１５】
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　表１に示されるように、比較例１－１～１－３、２においては、充填率が低く、光学部
材の微細凹凸パターンに光学部材用保護フィルム形成用材料が十分に充填されていなかっ
たのに対して、実施例１－１～１－３、２～５、６－１～６－３、７、８においては、充
填率が高く、特に実施例１－１～１－３、２、３では、光学部材の微細凹凸パターンに光
学部材用保護フィルム形成用材料が完全に充填されていたことが確認された。また、比較
例１－１～１－３、２では、光学部材積層体のドライ条件での保持後には、光学部材用保
護フィルム剥離後の光学部材の微細凹凸パターン上に糊残りがあることが確認されるとと
もに、反射率の上昇値が大きいことが確認され、光学部材積層体の水中浸漬条件での保持
後には、光学部材用保護フィルムが剥離してしまった。一方、実施例１－１～１－３、２
～５、６－１～６－３、７、８では、光学部材積層体の水中浸漬条件での保持後にも、光
学部材用保護フィルムが剥離せず、いずれの保持条件においても、光学部材用保護フィル
ム剥離後の光学部材の微細凹凸パターン上に糊残りがなく、反射率もほとんど変化してい
ないことが確認された。以上のことから、本発明の光学部材積層体の製造方法により、微
細な凹凸パターンを有する光学部材との密着性に優れ、水洗工程でも剥離せず、使用後は
糊残りなく剥離可能な光学部材用保護フィルムが上記光学部材上に形成されてなる光学部
材積層体を得ることができたと考えられる。
【符号の説明】
【０１１６】
　１　…　光学部材用保護フィルム
　１’　…　光学部材用保護フィルム形成用材料
　２　…　光学部材
　２ａ　…　機能性微細凹凸パターン
　３　…　基材
　４　…　凹凸層
　５　…　フィルム基材
　１０　…　光学部材積層体
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